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１ 　�はじめに

　今日は ITS をめぐる最近の話題と
いうお話しをさせていただきたいと思
います。
　大きく２つの話をさせていただきま
すが、１つは、スマートウェイという
路車間の協調システムの取り組みと、
もう１つは ITS の海外展開について
お話をさせていただきたいと思います。

２ 　�スマートウェイ

　スマートウェイとは、自動車と道路
の間の通信で、いろいろな情報をやり
とりするシステムです。インフラ、道
路サイドとして、それを推進していた
ものがスマートウェイですが、車側と
道路側で通信をして、いろいろなオペ
レーションを動かしていこうというシ
ステムです。
　自動車側も、昨年の秋からいろいろ
な車載器を販売しておりますし、道路

側も昨年秋から本格化を開始して、今
年度冬までに約1,600カ所を整備して
いくことを計画しています。首都高で
は、現在既に約32カ所でこのサービス
を展開しています。
　今年の２月に首都高速道路の平河町
にあります、交通管制センターが全面
的に新しいシステムに変わりました。
1973年から第１期の交通管制センター
がありましたが、そこの第４世代のシ
ステムが２月に完了しました。それに
合わせる形でちょうど渋谷、新宿、池
袋といった西側の路線において、先行
的に10月あるいは３月に改修を行い、
本格的にもう一部始まって、全国的に
はこの冬までに約1,600カ所で展開を
していきます。
　これは何をベースにしているかとい
うと、ETCで使っている電波やETC
の国際標準を使ったサービスです。こ
の電波というのは、単に情報を受け取
るだけではなく、車側からも情報を跳
ね返す双方向の大容量の通信です。そ
うしたものを使ってETCを ONして、
さまざまなメディアと組み合わせた、
１つの車載器でいろいろなサービスが
受けられるようにしていこうというコ
ンセプトで進めています。その車載器
ですが、昨年秋から本格的に売り出さ
れています。自動車にメーカーオプ
ションで入れてもらったり、それぞれ
各メーカーからも売り出しが始まった

りしています。
　先ほど言いましたように、全国これ
だけの箇所での展開を今年度の冬にし
ますので、それを目指して、民間でも
機器の販売を開始していくことを期待
しています。
　一例ですが、今まではVICS と言う
と、データを送る量が限られていまし
た。画面１カ所で１枚しか送れなかっ
たですし、渋滞などの高速道路情報も
そんなに遠くまで送れなかったのです。
それを約1,000キロ分のデータを送る
ことができるようになります。絵の方
も４枚送ることができます。今まで１
枚だったものが４枚の絵を送ることが
できる。それも送っただけではなくて、
その後必要な箇所にいったら絵がぽっ
と出るような機能を持っています。
　ですから、絵を４倍のデータ画面で
送ることができますし、道路データも
たくさん送れるということで、先ほど
1,600カ所で設置とありましたが、実
際には蓄積で何枚かを送りますので、
その倍、あるいは必要なところで情報
を出せますので、1,600カ所ではなく
て、ほぼ好きなところで重要な情報が
出せるようになるという仕組みです。
　一例ですけれども、例えば、山手ト
ンネルの手前で、名古屋までどんな状
況なのかを知りたいという場面です。
例えば、昨年ちょうど今頃です。雨が
たくさん降った後に地震が起きて、東
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名高速が掛川のあたりで通行止めにな
りました。そういうときは「東名は通
れません」という情報を、しっかりと
事前にお渡しすることもできるように
なるということです。中央道に回った
方がいいのかなど、そういった大きな
ダイナミックなルートの選択ができる
ようになるということです。
　また安全という観点で言うと、首都
高の例ですが、先ほどのアンテナから
情報を送って必要なところで絵を出す
ことができるという部分で、落下物や
故障車が、本線にポンととまっている
場合があるとします。首都高はそれを
管制センターで把握していました。道
路情報板などには出していましたが、
今回は落下物があるところはわかって
いますから、そこの手前で、近づいた
車に情報を流すことができると、いう
ことも始めました。
　現在、首都高では10分間に１個落下
物が発見されています。一日に140件
落下物があります。そういった情報を
いろいろな道路情報板だけでなくて、
車載器にも出せるようになります。た
だ、まだこれは展開が始まったばかり
ですから、当面はまだまだです。また
渋滞の末尾に突入する手前の参宮橋で
先行的に実験をやりましたが、そちら
では、６割の渋滞に伴う事故が削減さ
れた、という報告もあります。
　また北国については雪や霧の映像も
送ることができますので、そういった
こともあわせて提供していく形を考え
ています。もちろん、道路の情報や安
全に関する情報のほかに、出発点は
ETCのシステムを使うということで
すから、ETCももちろんできる形に
なります。
　そのほか、ここ５、６年HIDOと、
あるいは関係機関と一緒につくってき
ました、アプリケーションの使用に基
づいて実現可能になったサービスの１
つに、インターネットに接続するとい

う機能があります。サービスエリアや
道の駅などで、例えば、アンテナの下
にとまった場合にインターネットに接
続します。こちらは全国1,600カ所全
部というわけにはいきません。今のと
ころ全国約50カ所を予定しています。
SA、東名や中央道が中心になってき
ます。
　こちらはどちらかというと、まだ実
証的な展開になると思いますが、さま
ざまな地図をダウンロードしていくよ
うな検証、あるいは地域の情報を発信
していく検証、などもできます。まだ
一部の種で、この部位は展開する形に
なって実際の中身を見ていくと、それ
ぞれこれを標準に持っていこうという
議論になっていくのではないかと思っ
ています。
　さらに、今後に向けて、クレジット
カードを用いた決済の仕組みも、既に
仕様の中に入っています。ガソリンス
タンドやドライブインなどで検証をし
たり、あるいは物流の車で、実際の車
両の位置の特定など必要な情報をやり
とりしたり、といったこともできるの
ではないでしょうか。
　先ほどの道路や安全に関する情報を
提供するというところまでは、道路管
理者として高速道路会社と連携をして
進めていきますが、決済の部分や、あ
るいはインターネットに接続していろ
いろなことをやる、観光の情報を流す、
といったようなところは、民間のやる
べきところ、あるいは我々がやるべき
ところのちょうど境界になっていると
思います。これらをどういうふうに動
かしていくかということが、非常に鍵
になっていくと思います。
　逆にこういった、大きなアプリケー
ションがどれだけ広がっていくかと
いったところが、まさにこのシステム
全体が数段上のものになるか、今より
もいいものになるかですが、それから
数段の効果が出ていくかというところ

になってくると思います。
　ほかに、こういった実証的なものに
関しては、我々としてもいろいろな場
で検証していきたいと思っています。
例えば、高速道路の1,600カ所につけ
たアンテナで、どう物流の検証ができ
るのか、あるいは、サービスエリアな
どにつけるアンテナなどで決済ができ
るのか、などの実証実験を我々はぜひ
やっていきたいと思っています。今日
ここにおられるHIDOの関係会社の
皆さん、HIDO自ら一緒にやっていく
ことをぜひ御提案いただきたいと思い
ます。
　そのほか、情報提供だけではなくて、
車と車の通信あるいは道路と車の通信
で事故を削減し、高速道路の渋滞を減
らしていくなど、その先の研究も進め
ていきたいと思っています。
　例えば、夏休みやお盆になってくる
と、中央道や東名が混んできます。ど
こが混んでいるかと言うと、トンネル
や上り坂になるところ、ザグと呼んで
いますが、その部分の渋滞が現在、都
市間高速道路の６割です。５、６年前
は料金所で４割が渋滞していましたが、
それはもうほとんどゼロになりました。
ほとんどの渋滞がトンネルかザグです。
ですから、上り坂になってゆっくり
走ったり、あるいはトンネルで少し怖
いからスピードを緩めたり、これらが
渋滞の原因になるのですが、その部分
を車側からも一押ししてもらうと、渋
滞の度合いが減ってくるのではないか、
という研究も進めています。
　もう１つ、プローブ情報です。今回
展開するスマートウェイでもプローブ
情報をとれますが、民間各社でもいろ
いろなプローブ情報をとっていきます。
今までは車につけたセンサーからしか
とれなかった情報が、それぞれの車が
どれぐらいのスピードで通過したかと
いうことを統計的に処理することに
よって、それらを道路情報提供や道路
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管理、交通管理などに使えないだろう
か、ということを行っています。これ
は何もスポット、ITスポット、ある
いはスマートウェイに限ることではな
くて、民間企業などでも既に進めてい
ます。この連携をどうしていくかとい
うことが重要だと思っています。
　図１は、そのプローブを使った１つ
の応用例です。
　まずは社会実験中の高速道路の無料
化で、しっかりと効果や影響を分析し
ようとしています。時間便益やコスト
への影響、CO2はどうなったのか、そ
の解析をするためにいろいろなデータ
をとらなければなりません。どれだけ
交通量が変わったのか、渋滞の変化は
どうだったのか、その他観光客や地区
はどうなったのか、などですが、交通
量はどう変化したのかということがト
ラフィックカウンターで把握できます。
渋滞がどう変わったのかということは、
なかなか一部の道路でしかとれないと
いう状況もあります。こういったとこ
ろに、いろいろなプローブの活用がで
きないかということも進めています。
　これは一例ですが、平行する道路が
どのくらい渋滞が減ったのか増えたの
か、高速道路を無料化することによっ

て隣接する歩道がどうなったのか、な
どといった分析をするのに、トラ
フィックカウンターを特設するととも
に、プローブ化の情報なども活用しな
がら渋滞がどうなったのかを解析でき
ます。
　そういう意味では、このプローブは
非常に重要です。スマートウェイとい
う1,600カ所の話から少し大きくなっ
てきていますが、単に道路管理者、あ
るいは警察などが持っているデータを
どう利用していくのかだけではなく、
どう総合的に扱っていくのかが重要だ
ということです。
　５月にまとめられた、新たな情報通
信技術戦略というものがあります。昔
の IT戦略と言われていたものですが、
これは今の政権になって初めて出した
IT戦略です。
　図２は官邸か内閣官房のホームペー
ジからダウンロードできるので、ぜひ
ごらんになっていない方は見ていただ
きたいのですが、大きな３つの柱の中
で、電子行政、地域の絆ということで
安全などがあります。また、新市場の
創出と国際展開の中に ITS が本文で
書かれていて、ITS 等を用いて、全国
主要度における交通渋滞を2010年に半

減させることを目指しつつ、自動車か
らのCO2削減を加速するという形で、
要するに ITS を使って渋滞を半減さ
せていきましょう、という大きな気合
いの目標が掲げられています。
　その具体的な取り組みとして、リア
ルタイムのプローブ情報を含む、広範
な道路交通情報を集約配信し道路交通
関連を活用する、グリーン ITS を推
進する形です。経産省は現在エネル
ギー ITS というものを進めています
が、グリーン ITS で情報をしっかり
活用していこうということです。また
タスクフォースを設けて検討していき
ます、ロードマップをつくります、と
書いてありますが、いずれにしても、
環境技術、データ通信社会の実現とい
う中で ITS が盛り込まれています。
　３年前の IT戦略、これは前の政権
でしたが、交通事故を半減させるとい
うことと、世界一安全な道路をつくる
ITS を促進するということになってい
ました。今回の IT戦略では環境、低
炭素社会というのが非常に大きなウェ
イトになっている形ですので、今年か
ら来年にかけて、国交省の ITS も、
低炭素社会に対して非常に重要になっ
てきています。

高速道路の無料化

（交通量（高速道路、一般道の区間
の通行台数））

⑴一般道から高速道路への転換

①時間便益（時間損失）の分析

②物流コストへの影響分析

③観光等の地域への波及効果分析

④CO2 排出量の増減分析

⑤他の交通機関への影響分析

（走行速度、渋滞回数、渋滞の長さ
等）

⑵渋滞の変化

（高速道路利用回数、到着時間の正
確さ等）

⑶物流車両の利用状況 

（主要観光地の観光客数、旅行回数
等）

⑷観光客数

（鉄道、フェリー等の輸送量等）
⑸他の交通機関の輸送量

（交通事故、夜間騒音等）
⑹その他

経済効果

効果・影響分析実績データ観測

図１　高速道路無料化社会実験の効果検証

１．国民本位の電子行政の実現

２．地域の絆の再生

３．新市場の創出と国際展開

Ⅱ．３つの柱と目標

○2020年までに、高度道路交通システム（ITS）等を用いて、全国
　の主要道における交通渋滞を2010年に比して半減させることを目
　指しつつ、自動車からのCO2の排出削減を加速する。

図２　新たな情報通信技術戦略【抜粋】
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　そのほか、もちろん安全も非常に大
切です。安全運転を支援し、道路整備
を促進するということも掲げていてこ
ういった工程表もたくさん出ています。
最近、工程表がたくさん出てくるので
すが、いろいろな省庁連携をして用意
をしていきます、国際標準化あるいは
展開もしていきます、といったものも、
こういうふうに掲げられているところ
です。
　ここまでがスマートウェイ全国展開、
今年度冬1,600カ所という形で展開を
して、またプローブの理論もあわせて
進めていきます、というお話をさせて
いただきました。ぜひ前半の部分では、
ここにお集まりの皆様、あるいは会社
の方々と連携をして、今ある整備のプ
ラットフォームを使い、よりよいサー
ビス、よりよいビジネスができるよう
に取り組んでいきたいと思っています。
ぜひお気軽に御相談いただければと
思っています。

３ 　�海外展開

　残りは海外展開です。海外展開は先
ほどの IT戦略や国交省の成長戦略と
も絡んできています。ITのことを中
心にお話しをしていきます。
　国交省の成長戦略会議というものが、
昨年の秋に立ち上がってこの５月まで
議論がなされてきました。５月に前原
大臣の提言がされました。武田薬品工
業の社長さんが座長でしたが、５つの
テーマについて議論されました。
　海洋国家、観光立国、オープンスカ
イ、これらは航空の関係です。あるい
は建設・運輸産業の更なる国際化とい
うところに、ITS なども入っている形
になっています。
　民間の智恵、資金の活用 PPPや規
制改革、こういった視点に基づきなが
らテーマが出されています。これも国
交省のホームページからとってきまし

たので、欲しい方はそこからダウン
ロードできると思います。ねらいとし
て、現在、集中投資や民間の智恵の活
用、規制改革や人材、PDCAリー
ダーシップ、といったことが書かれて
いますが、５つの分野を回していこう
というところです。国際展開、官民連
携といった部分が今回のお話をする場
所です。
　建設産業では、つい先週も前原大臣
がアメリカのシカゴに新幹線の売り込
みに行ってきました。連休中はやはり
アメリカ、ワシントンやベトナムに
行ってきました。ベトナムでは高速道
路の技術や ITS の技術を先方の副首
相や大臣に売り込んできたという形で
す。国際展開の具体的な検討部会とし
て、鉄道のほかに、ITS を利用した道
路管理があります。あとは水と、ある
いは建設業といったところを挙げてい
ます。　　
　例えば水ですが、現在、水処理では
膜を通して水を出します。単品では日
本は世界一ですが、水ビジネスとなる
と、浄水から下水まで全部一気通管で
設計し管理し運営していく会社、フラ
ンス系会社のヴェオリア、バンシなど
の名前が挙がります。
　水ビジネスとして、単品だけではな
かなか売り込みができない、ビジネス
が回らない、ということで、そういっ
た組み合わせをやっていこう、という
ところが全体につながっていきます。
建設産業、運輸産業の中でそういった
水関係、あるいはベトナムで言うと
ITS の導入計画、あるいは高速道路の
計画、高速鉄道の計画があります。
　官邸のホームページをアクセスして
いただきたいのですが、さまざまな分
野ごとに行う項目を書いたマトリック
スの中に、鉄道システムやモノレール、
あるいは ITS、自動車、水産業、建設
産業といった形、それらをどうやって
人材、組織体制、スタンダードをとっ

ていくかが重要です。
　国際表示をどうとっていくのか、あ
るいは金融メカニズムを通すのか、と
いった取り組みのマトリックスになっ
ています。　
　少し図４を使って詳しくお話しした
いと思います。ITS というものは、あ
るいは道路の管理というものは、ここ
にあるような３つの要素からなってい
ます。
　例えば、交通管制は、情報収集をし
て処理し、提供したり使ったりしてい
きます。あるいは施設を検索し維持管
理をして、橋をどうメンテナンスして
いくのか。検査をしたり作業をしたり
していく、また料金徴収といった高速
道路運営をしていくときには、このよ
うないろいろな作業から成り立ってい
るのです。
　これらを実施していくときに、ITS
はかかすことができません。ITS とい
うと、道路情報提供やVICS など、ま
たETCという単品を思い出しがちで
すが、実際の交通を管制したり、事故
が発生したり何か不都合が生じたりし
たら、すぐにそこにパトロールカーを
送り出す、何か通報を受けてすぐに出
動する、あるいは、橋梁を点検しデー
タを残してしっかり診断をして、大変
なときになったらすぐに直す、あるい
は計画的にアセットマネジメントをし
ていく、これらも ITS の１つだと
思っています。
　スマートアセットマネジメント、要
するにこういったやらなければいけな
い仕事、をうまく回していく情報テク
ノロジー、イコール ITS、ラージ ITS
と考えると、何が日本の得意技かがわ
かってくると思います。単にETCだ
けではないのです。ETCと情報提供
を絡めていくということが非常に重要
になっています。
　途上国は今、すごい勢いをもってい
ます。中国はあっという間に８万キロ、
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市
開
発

物
流
業

リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
、
組
織
・
体
制
の
強
化

・
�政
治
の
リ
ー
ダ
ー

シ
ッ
プ
に
よ
る
官
民

一
体
と
な
っ
た
ト
ッ

プ
セ
ー
ル
ス
の
展
開

米
国
、
ベ
ト
ナ
ム
等
へ

の
官
民
連
携
に
よ
る

ト
ッ
プ
セ
ー
ル
ス
を
実

施

セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
、
訪

日
視
察
ミ
ッ
シ
ョ
ン
を

通
じ
た
ト
ッ
プ
セ
ー
ル

ス
を
実
施

ベ
ト
ナ
ム
、
イ
ン
ド
、

マ
レ
ー
シ
ア
等
に
お
い

て
官
民
セ
ミ
ナ
ー
等
を

通
じ
た
ト
ッ
プ
セ
ー
ル

ス
を
実
施

ハ
イ
レ
ベ
ル
の
政
策
対

話
の
実
施
等
、
日
本
と

類
似
の
交
通
環
境
を
も

つ
ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
働

き
か
け

官
民
の
ト
ッ
プ
セ
ー
ル

ス
や
相
手
国
政
府
の
要

人
招
聘
等
を
通
じ
た
我

が
国
技
術
の
売
り
込
み

を
実
施

二
国
間
・
多
国
間
建
設

会
議
を
通
じ
た
優
れ
た

建
設
技
術
・
ノ
ウ
ハ
ウ

の
売
り
込
み

国
際
海
事
機
関（
IM
O
）

へ
の
技
術
提
案
等

早
期
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

発
掘
等
の
た
め
の
ハ
イ

レ
ベ
ル
な
政
府
間
対
話

の
実
施

対
象
国
と
の
政
府
間
連

携
の
強
化
や
国
際
的
な

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

物
流
大
臣
会
合
の
開
催

や
中
国
・
イ
ン
ド
・

A
S
E
A
N
等
と
の
政
策

対
話

・
�国
土
交
通
省
内
の
体

制
強
化

・
�他
省
庁
を
巻
き
込
ん

だ
省
庁
横
断
的
な
推

進
体
制
整
備

・
�大
使
館
や
JE
TR
O

な
ど
の
既
存
の
支
援

機
能
の
強
化

・
�企
業
の
組
織
・
人
材

の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に

対
す
る
支
援

・
�個
々
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
毎
に
編
成
さ
れ
る

日
本
チ
ー
ム
の
活
動

を
機
動
的
に
支
援

・
�セ
ミ
ナ
ー
の
開
催
、

二
国
間
協
議
の
推
進

・
�二
国
間
会
議
を
活
用

し
た
案
件
形
成
の
促

進
・
�ア
ジ
ア
地
域
の
都
市

交
通
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
作
成

・
�イ
ン
ド
、
タ
イ
等
に

お
け
る
セ
ミ
ナ
ー
の

開
催

・
�官
民
連
携
に
よ
る

「
IT
S
の
国
際
展
開

会
議
」
を
設
立

・
�機
能
を
限
定
し
低
価

格
化
す
る
等
、
相
手

国
に
合
わ
せ
た
商
品

（
技
術
）
開
発
の
推

進

官
民
連
携
に
よ
る
活
動

強
化
の
た
め
の
「
行
動

計
画
」
を
策
定

・
�チ
ー
ム
水
・
日
本

（
国
内
外
の
水
問
題

解
決
を
目
指
し
た
産

学
官
連
携
の
取
組
）

の
中
で
、
企
業
が
抱

え
る
課
題
の
解
決
策

を
関
係
省
庁
で
検
討

・
�自
治
体
、
下
水
道
事

業
団
、
水
資
源
機
構

等
、
公
的
機
関
の
ノ

ウ
ハ
ウ
の
活
用

・
�海
外
進
出
に
必
要
な

情
報
の
収
集
・
分
析

を
総
合
的
に
推
進
す

る
た
め
の
体
制
整
備

・
�省
庁
連
携
に
よ
る

バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制

強
化

・
�合
併
や
ア
ラ
イ
ア
ン

ス
の
促
進
、
ノ
ウ
ハ

ウ
を
有
す
る
企
業
と

の
人
材
交
流
支
援
等

に
よ
る
人
材
・
組
織

の
強
化

・
�中
小
建
設
企
業
の
海

外
進
出
支
援

産
官
学
連
携
の
強
化

・
�我
が
国
港
湾
関
連
技

術
の
P
R
や
港
湾
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
係
る

情
報
収
集

・
�海
外
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

で
核
と
な
る
官
民
人

材
の
育
成
に
向
け
た

セ
ミ
ナ
ー
、
人
的
交

流
等
の
実
施

・
�民
間
コ
ン
ソ
ー
シ
ア

ム
の
形
成
支
援

・
�二
国
間
会
議
を
活
用

し
た
案
件
形
成
の
促

進
・
�セ
ミ
ナ
ー
開
催

・
�地
方
公
共
団
体
と
連

携
し
た
支
援
体
制
や

地
域
間
交
流
の
構
築

・
�官
民
連
携
セ
ミ
ナ
ー

・
�海
外
展
開
成
功
事
例

等
の
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

整
備

ス
タ
ン
ダ
ー
ド
の
整
備

・
�国
内
ス
タ
ン
ダ
ー
ド

の
グ
ロ
ー
バ
ル
ス
タ

ン
ダ
ー
ド
へ
の
適
合

・
�外
国
政
府
に
対
す
る

制
約
解
消
に
向
け
た

働
き
か
け

相
手
国
政
府
を
含
む
発

注
者
と
の
リ
ス
ク
分
担

等
に
係
る
入
札
条
件
交

渉

国
内
に
お
け
る
包
括
的

民
間
委
託
の
導
入
推
進

等
に
よ
り
、
我
が
国
企

業
の
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能

力
向
上
と
人
材
育
成
を

推
進

・
�国
内
公
共
事
業
に
お

い
て
国
際
的
な
発

注
・
契
約
方
式
、

P
P
P
や
C
M
等
を
採

用

国
際
機
関
（
O
E
C
D
）

に
お
け
る
協
議

相
手
国
政
府
を
含
む
発

注
者
と
の
リ
ス
ク
分
担

等
に
係
る
契
約
交
渉

海
外
進
出
に
当
た
っ
て

の
制
度
の
ボ
ト
ル
ネ
ッ

ク
の
調
査
、
改
善
方
策

の
検
討

日
本
の
規
格
を
国
際
統

一
規
格
と
す
る
た
め
の

取
組

・
�鉄
道
国
際
規
格
セ
ン

タ
ー
を
設
置
（
Ｈ
22

年
度
）
し
、
技
術
・

規
格
の
国
際
規
格
化

を
推
進

・
�米
国
等
相
手
国
が
発

注
す
る
際
に
日
本
の

基
準
・
規
格
が
排
除

さ
れ
な
い
よ
う
、
強

力
に
働
き
か
け

日
本
で
の
運
営
実
績
に

裏
打
ち
さ
れ
た
信
頼

性
・
安
全
性
、
大
容
量

化
へ
の
対
応
可
能
性
及

び
中
国
や
韓
国
へ
の
進

出
事
例
等
を
積
極
的
に

P
R

・
�IS
O
、
IT
U
（
国
際

電
気
通
信
連
合
）
に

お
け
る
国
際
標
準
化

・
�関
係
省
庁
（
国
交
、

総
務
、
経
産
）
や

JI
C
A
、
民
間
等
が

連
携
し
た
セ
ミ
ナ
ー

等
に
よ
り
優
位
性
を

P
R

・
�相
手
国
内
の
IT
S
規

格
に
つ
い
て
、
日
本

方
式
の
採
択
を
推
進

国
連
機
関
（
W
P
29
）

に
お
け
る
国
際
統
一
基

準
の
策
定
作
業
を
主
導

し
、
策
定
さ
れ
た
基
準

の
ア
ジ
ア
諸
国
で
の
採

用
を
進
め
る

世
界
ト
ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー

を
目
指
し
た
研
究
開
発
、

国
内
外
で
の
実
証
実
験
、

国
際
標
準
化

建
設
技
術
基
準
等
の
ス

タ
ン
ダ
ー
ド
化
の
推
進

産
官
学
連
携
に
よ
る
技

術
開
発
と
並
行
し
て
、

船
舶
の
燃
費
規
制
の
条

約
化
を
推
進

国
際
機
関
を
活
用
し
た

我
が
国
技
術
の
国
際
基

準
化

日
本
優
位
・
独
自
性
の

あ
る
コ
ン
セ
プ
ト
を
軸

に
し
た
都
市
整
備
技
術

パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
構
築

（
都
市
交
通
と
都
市
開

発
の
連
携
）

日
本
で
普
及
し
て
い
る

物
流
設
備
を
東
ア
ジ
ア

物
流
に
お
い
て
標
準
化

相
手
国
へ
の
技
術
協
力

・
�鉄
道
専
門
家
の
派
遣
、

人
材
育
成
支
援

・
�ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
等

を
通
じ
た
相
手
国
の

技
術
基
準
策
定
へ
の

支
援

・
�案
件
形
成
支
援
の
強

化

都
市
計
画
・
交
通
計
画

と
事
業
と
の
間
を
つ
な

ぐ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
形
成

支
援
の
強
化
（
協
力
準

備
調
査
、
専
門
家
派
遣
、

高
官
研
修
）

IT
S
の
専
門
家
派
遣
通

じ
た
相
手
国
の
基
準
策

定
支
援

ア
ジ
ア
諸
国
に
対
す
る

人
材
育
成
支
援
（
研
修

等
）

専
門
家
派
遣
や
技
術
協

力
と
連
携
し
た
実
証
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施

建
設
技
術
や
建
設
関
連

制
度
に
係
る
専
門
家
の

派
遣

港
湾
分
野
で
の
専
門
家

の
派
遣
等
の
技
術
協
力

の
実
施

都
市
計
画
分
野
等
に
お

け
る
専
門
技
術
者
の
人

的
交
流
（
協
力
準
備
調

査
、
専
門
家
派
遣
、
高

官
研
修
）

人
材
育
成
支
援
（
ワ
ー

ク
シ
ョ
ッ
プ
の
開
催

等
）

金
融
メ
カ
ニ
ズ
ム
の
整
備

・
�政
府
に
よ
る
金
融
支

援
機
能
の
設
定

・
�O
D
A
予
算
の
活
用
、

貿
易
保
険
や
税
制
に

よ
る
支
援

・
�イ
ン
フ
ラ
フ
ァ
ン
ド

に
よ
る
投
資
支
援
や

信
用
補
完

・
�JB
IC
の
先
進
国
向

け
投
資
金
融
の
適
用

拡
大
等
、
JI
C
A
、

JB
IC
投
融
資
、
貿

易
保
険
等
の
公
的
金

融
制
度
の
充
実

・
�我
が
国
鉄
道
シ
ス
テ

ム
の
導
入
を
促
進
す

る
円
借
款
の
活
用

・
�O
D
A
を
活
用
し
た

P
P
P
案
件
の
検
討

・
�JB
IC
や
日
本
貿
易

保
険
等
と
連
携
し
た

資
金
調
達
の
円
滑
化

検
討

・
�円
借
款
道
路
事
業
等

を
活
用
し
た
IT
S
施

設
の
整
備
推
進

・
�P
P
P
道
路
事
業
へ

の
金
融
支
援
を
通
じ

た
日
本
方
式
IT
S
の

優
先
採
用

・
�O
D
A
を
活
用
し
た

P
P
P
等
に
よ
る
施

設
（
水
源
開
発
、
下

水
処
理
場
等
）
の
建

設
か
ら
運
営
・
維
持

管
理
部
門
ま
で
の
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
形
成
を

支
援

・
�JB
IC
融
資
、
貿
易

保
険
の
拡
充
・
活
用

・
�建
設
環
境
技
術
を
活

用
し
た
イ
ン
フ
ラ
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
係
る

法
人
税
の
特
例
な
ど
、

税
制
特
例
の
創
設

・
�貿
易
保
険
や
政
策
金

融
の
制
度
改
善
の
検

討

JB
IC
に
よ
る
融
資
制

度
の
改
善
の
検
討

O
D
A
の
活
用
に
よ
る

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
形
成

（
タ
ー
ミ
ナ
ル
運
営
権

獲
得
に
繋
が
る
O
D
A

制
度
の
検
討
）

・
�JB
IC
や
日
本
貿
易

保
険
等
と
連
携
し
た

資
金
調
達
の
円
滑
化

検
討

・
�海
外
の
イ
ン
フ
ラ

フ
ァ
ン
ド
等
と
連
携

し
た
大
規
模
な
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
フ
ァ
イ
ナ

ン
ス

・
�O
D
A
を
通
じ
て
、

都
市
計
画
制
度
の
整

備
等
を
支
援

O
D
A
に
よ
る
物
流
イ

ン
フ
ラ
関
連
整
備
（
メ

コ
ン
回
廊
等
）

図
３
　
計
画
の
マ
ト
リ
ッ
ク
ス
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レ ポ ー ト

10万キロという高速道路を10年間程度
で作りましたし、インドあるいはベト
ナムといった国も、日本が1960年代に
やっていったようなことを、まさに今
やろうとしています。非常にこのあた
りが鍵になります。今までの平場の道
路は、壊れたら何かを持ってきて直す、
程度のイメージしか持っていませんが、
こういったことが必要なのだ、という
ことをやっていくところが、１つのビ
ジネスチャンスになりえるのではない
かと思います。
　橋梁をつくるだけでは韓国や中国の
前年貿易額に負けてしまう理由は、価
格面です。ですから日本のビジネスと
して、やはり ITS など、ソフト的な
部分と一緒にパッケージで売り込んで
いくことが、非常に重要ではないかと
思っています。
　これが一昨年の秋から昨年にかけて、
今年の５月ぐらいまでにベトナムを１
つのサイトとして研究を進めていった
ものですが、要するに途上国、あるい
は新興国など、進んできている国とい
うのは、政府系のお金だけでは足りな
いので民間系のお金も投資してくださ
い、ということです。そのかわりに資

源や安い労働力など、いろいろなもの
を使ってもらって、新しいビジネスを
つくっていきましょう、という動きが
出ているのです。
　ですから、高速道路は税金でつくる
もの、という発想は余りないのです。
となると、パッケージとして、この高
速道路をつくって運営していきません
か、というものがほとんど途上国のプ
ロジェクトになってきています。です
から、ちょうどいいチャンスだと思い
ます。つくるだけではなくて、使う・
運営していくところを一緒にやりませ
んか、となると、やはり日本が強い
ITS 技術がうまく使えるのではないだ
ろうか、と考えています。
　例えば、パーキングエリア、サービ
スエリアのようなものは、日本ではか
なり発達しています。アメリカは基本
的に無料ですので降りてしまって、そ
こにドライブインやモーテルがあるだ
けですが、日本の場合、SA、PAを
中心としたビジネスというものが展開
できています。維持管理、料金所、交
通管制、こういったパッケージがもう
できています。ですから、官あるいは
民になってきている高速道路会社、道

路局、あるいは民間、いろいろなとこ
ろがやっているビジネスを、パッケー
ジとして売り込んでいくことが大切で
はないかと思います。
　もう１つの発想として、全部つくる
ところから責任を持ってやるというの
はどうでしょうか、と言われると、領
地の問題や建設のコストのリスクが大
きいです。少し地盤が違ったらお金が
たくさんかかります。ですから、基盤
のところについては公的資金をうまく
使うのが良いでしょう。幸いに日本の
場合は、ODAにたくさん JICAで貸
しています。そういった部分は公的資
金で対応するとともに、上側の管理を
運用していく部分については民間資金、
民間ノウハウを入れていくことが良い
のでは、というコンセプトです。
　これらを踏まえて、先ほどの ITS
ビジネスや ITS を利用した管理技術
といったものも大きな柱になってきた
というのは、こういった実績があるか
らです。
　公的な分野の持つ建設と、民間等の
持つオペレーションの部分とを組み合
わせていくことによって、日本のビジ
ネスが途上国で仕事を獲得できるので
はないかということを、ジャパンパッ
ケージというふうにまとめられていま
す。どういうことをやっていくかが外
側の４つの箱です。１つは政策対話と
ありますが、ベトナムを１つのモデル
としてやっていて、これはもうベトナ
ム側の政府の高官に渡していますので、
日本はこういう用意があるのだという
ことを言っているようなものなのです
が、とにかく対話をしていきます。そ
れとともに、有償資金協力を、ITS を
含めてベトナムで行い、あるいは
O&Mの期間、つまりつくるだけでは
なく、運営の初期段階のコストもあわ
せて融資をしていきます。それらとと
もに、技術協力、JICAを通じたいろ
いろなマスタープランその他の派遣、

図４　高速道路O&M＊）の海外展開と ITS

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism
＊）O&M：運営・維持管理（Operation and Maintenance)

『ベトナム国道路官民研究会（国土交通省設置）』の
中間とりまとめ（H21.2）

O&M技術の海外展開

　わが国インフラ関連産業の国際競争力を強化
するため、インフラ施設を『建設する技術』に
加え、『O&M技術』の海外展開を推進中。

長期的に、民間主導に
よる事業実施を目指す

道路情報板SA/PA

維持管理

料金徴収

交通管制

基盤部分

維持管理や料金徴収、SA/PA、
交通管制等のO&Mを中心とす
る部分は民間資金を活用

基盤部分の建
設については
公的資金にて
対応

料金収受
料金受け取り
→確認
→記録

計画→
検査→
作業

施設の検査
・維持管理

高速道路O&Mの各要素「交通管
制」「料金収受」「施設の検査・維持
管理」において、ITSは欠かすこと
のできない技術。

情報の収集
→処理

→安全確保処理
→提供

交通管制
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あわせて民間企業がノウハウを移転し
ていきます。こういった、新しいビジ
ネスに参画をしていくことができるの
ではないか、という議論をしていまし
た。
　そうしたことによって、現在ネクス
コという高速道路会社は、ベトナムや
インドに駐在事務所を構えています。
東日本高速がインドに、中日本高速が
ベトナムに、それぞれ駐在事務所を構
えてこういったビジネスをやっていけ
ないでしょうか。一部では既に受注も
されていまして、海外展開をしていく
ことがかなりできています。こういっ
たところも１つのチャンスになってい
くのではないかと思っています。
　各論に入ります。ITS はどういった
ことになっていくのでしょうか。やは
り先ほどのように、高速道路の計画が
インドで４万4,000キロだとか、ベト
ナムで既に5,800キロとつくっていく、
10年でつくっている、という議論に
なっていきます。
　一方で、彼らは ITS の規格をまだ

持ち合わせておりません。現在どうい
う規格でやっていったらいいのか、と
いった議論もなされています。ですか
ら、日本の技術の強みを生かして、や
はり相手国に合わせた議論もしなけれ
ばならなく、そしてパッケージで考え
ていかなければならないのです。ある
いはせっかく税金を使って、ODAプ
ロジェクトをやっているわけですから、
ODAプロジェクトをうまく活用して
いく、こういったことを ITS の分野
でも進めていければと考えています。
　HIDOと連携してできた一例ですが、
中国ではそのような議論を大体３、４
年前に経ています。ETCのシステム
を検討していたときに、ヨーロッパの
方式で一回決めていたのですが、何と
か巻き返しをして、日本方式も国家の
推奨規格として2007年に制定していま
す。グローバルETCという名前で、
日本の通信ややり方を活用したシステ
ムを開発して、HIDOと一体となって
売り込みなどもしてきました。
　こういったことも含めて、いろいろ

な国で強弱をつけながら展開をしてい
く必要があるのではないかと思ってい
ます。こういう意味では、アジア諸国
での ITS も非常に重要なものではな
いかと思っています。
　最後に、同じ国際の流れですが、ア
メリカと欧州の話を少ししてみます。
　今年１月に発表されたアメリカの計
画です。ITS 戦略的計画５カ年計画を、
年間１億ドルを投入して行い、インテ
ルドライブを推進して、モビリティー
や環境問題、安全、これらに取り組ん
でいくということです。
　アメリカでも政権が交代しましたが、
新しい計画として私が注目しているも
のは、パフォーマンスマネジメントで
す。単に情報提供や道路管理をするだ
けではなくて、パフォーマンスマネジ
メントなのです。自分たちが行った対
策がどれだけ効果的なのか、料金プラ
イシングをいろいろと取り組んだら交
通はどう変化したのか、新しいバイパ
スをつくろうとしているがどの程度課
題があるのだろうか、といったものを、

図５　CVIS の概念図
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ITS のシステムからデータを集めそれ
を使っていく、というものです。
　先ほどの、無料化の実験で分析をす
る、というところと非常に似ています。
データをどう使っていくかというのは、
道路局にとっても、非常に重要な今後
のミッションの１つではないかと思っ
ています。
　また欧州委員会も、もう１年半前に
なりますが、ITS の行動計画を通達し
ています。EUは実は侮れなく、国際
標準の場ではＥＵ加盟国は10や20とあ
りますから、日本は１で向こうは20と
なるのです。ですから、国際標準の投
票になってくるとすごい力を持ちます。
彼らの動きもウオッチしておかなけれ
ば、非常に大変なことになるのではと
思います。
　また、いろいろな国がありますから、
欧州委員会指令や欧州委員会通達など
で、６カ月以内にレポートをまとめよ
う、１年以内に何々を決め2013年まで
に展開しよう、などの指令を出して物
事をこなしていってしまいます。逆に
とても怖いと思います。大きな意志決
定で物事が動かせる国の固まりなので
はと思っています。
　そうした中で、CVIS という１つの

プロジェクトのコンセプトでは、EU
は図５を描いています。
　車と道路の通信をしたり、車と車の
通信をしたり、上の方には衛星通信な
どを用いて、車を取り巻く空間の情報
を共有化し、安全に効率的にやってい
く環境をつくっていく、という大きな
構想を描いています。
　どういうデータを車側と皆さんで共
有していくのか。この構想を描く中で
どんな道路地図の上でデータを共有し
ていくのか。その共有するデータをど
うするのか。やりとりはだれが集めて
だれのところに持つのか。こういった
土俵になってくると、自分は道路、自
分は車、自分はメカのことしかわから
ない、となると負けてしまいますから、
しっかりと全員で議論していくことが
重要だと思っています。
　図６では ISOの中に、この新しい
ワーキンググループが出てきました。
先ほどの地図や車両、あるいは広益的
な通信、あるいは課金といった部分を
取り巻く、それらも含む大きなコンセ
プトとして路車協調システムを検討し
ていくワーキングができたという形で
す。これについては我々としても非常
に関心を持っておりますし、ぜひ一丸

となってやっていかなきゃいけない部
分ではないかと思っています。幸いに
HIDOの方で、かなり体制を強化して
いると聞いておりますので、ぜひ連携
をしてやっていきたいと思っています。

４ 　�おわりに

　以上、アジアの話を前半、後半は国
際展開、そして欧米の話をしました。
　やはりせっかく日本で培ってきた技
術、ノウハウを外でビジネスとしてい
く良いチャンスになっていると思いま
す。ぜひ元気を出して、お互いに頑
張っていけるような環境にしていきた
いと思っています。少し雑ぱくな感じ
で終わりますが、連携をして進めてい
くことが、ITS あるいは道路を取り巻
く新産業のためだと思いますので、ぜ
ひ御協力、情報交換、あるいは連携を
していきたいと思います。
　どうも御静聴ありがとうございまし
た。

図６　ISO TC204
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※Infra to Infra　（道路管理者間システム）も含む可能性

WG18（路車協調）が新設され、TC204での全体的、本格的な道路側システムの
標準化が議論されることになり、体制を強化
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出典：（財）道路新産業開発機構
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